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がん対策推進基本計画（平成24年6月） 
1. がん医療 
 (4)地域の医療・介護サービス提供体制の構築  

（個別目標） 
• がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく質
の高いがん医療を受けられるよう、３年以内に拠点
病院のあり方を検討し、５年以内に検討結果を踏ま
えてその機能を更に充実させることを目標とする。 

• また、がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養
や生活を選択できるよう在宅医療・介護サービス提
供体制の構築を目標とする。  
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がん診療提供体制のあり方に関する検討会 
平成24年12月14日 第1回 
平成25年1月25日  第2回 
平成25年2月22日  第3回 
平成25年4月24日  中間とりまとめ 
   がん診療提供体制のあり方に関するワーキンググループ 

平成25年5月29日     第1回WG   

平成25年6月7日      第2回WG  
平成25年6月20日     第3回WG 
平成25年7月2日      第4回WG 
平成25年8月2日    第4回 3 



4 



5 



３．情報の収集提供体制 相談支援センター 
 相談支援機能を果たす組織の名称が施設毎に異なっており、患者にとって

わかりにくいとの指摘があることから、病院固有の名称との併記を認めた上
で、必ず「がん相談支援センター」との表記を求めるべき 

 相談支援機能のさらなる充実のため、相談支援センターの相談員のうち、少
なくとも２人が国立がん研究センターの「相談支援センター相談員研修・基礎
研修」（１）～（３）を修了していることを求めるべき 

 相談支援の内容について、患者・家族のニーズの多様化・高度化をふまえ、
その専門性を高める観点から、都道府県がん診療連携協議会等の場での
協議を行い、都道府県がん診療連携拠点病院、地域がん診療連携拠点病
院、地域がん診療病院のそれぞれが担うべき内容を役割分担すべき 

 拠点病院のがん相談支援センターの業務として、現行の業務項目である、｢
がん患者の療養上の相談｣の内容の具体例として、就労に関する相談を求
め、さらに以下の内容を加えるべき 
① 患者活動の支援（患者会への支援、患者サロン、ピアサポートなど） 
② 相談支援センターの広報・周知活動/地域連携の強化 
③ 相談員教育と支援サービス向上に向けた取り組み 
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がん診療提供体制のあり方に関するワーキンググループ報告書より  



（３）その他 
 拠点病院で行っている診療内容を一般にわかりやすく示す

ため、自施設で提供するがん種別の医療の情報を病院ホー
ムページ等でわかりやすく公表することを求めるべき 

 地域がん診療病院とグループ指定を受ける拠点病院に対し
ては、連携先の地域がん診療病院名やその連携内容、連携
実績等について病院ホームページ、パンフレット等でわかり
やすく公表することを求めるべき 

 拠点病院とそれ以外の名称が類似する病院（例えば自治体
指定のがん診療施設等）との区別を容易にするため、例え
ば看板の形状や同一のマークの掲示等を求めるべき 
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Ⅴ．都道府県がん診療連携拠点病院（都
道府県拠点病院）の要件について 

1. 地域の診療機能強化に向けた要件 
2. 都道府県協議会の機能強化に向けた要件 
3. 地域の相談支援機能強化に向けた要件 
4. 都道府県拠点病院の診療機能強化に向け

た要件 
5. 院内がん登録の質的向上に向けた要件 
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３．地域の相談支援機能強化に向けた要件 

  現行の要件においては、都道府県拠点病院の役割として、

医師、薬剤師、看護師等を対象とした研修の実施が明記さ
れているが、地域の相談支援機能の強化のため、都道府県
拠点病院の役割として、地域拠点病院等の相談員に対する
継続的かつ系統的な研修の実施も明記すべき 

 上記、役割を果たすため、原則、都道府県拠点病院の相談
員のうち、少なくとも１人は国立がん研究センターの指導者
研修を修了することを求めるべき 

 また、相談支援に対するニーズは多様化・専門化しており、
都道府県拠点病院は、就労や臨床試験に関する相談支援
機能を有するとともに、希少がんに関しては適切な相談の場
の紹介を含め相談支援機能を有することが望ましい 
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Ⅵ．PDCA サイクルの確保（実地調査の実施） 
                         について                                                                            
• 国レベル 
• 都道府県レベル 
• 拠点病院レベル 

– 自施設の診療機能や診療実績、地域連携に関
する実績や活動状況の他、患者 QOL について

把握・評価し、課題認識を院内の関係者で共有し
た上で、組織的な改善策を講じるべき旨を要件と
して明示すべきと考えられた。また、これらの実
施状況につき都道府県拠点病院からの求めに応
じ情報提供を行うとともに、わかりやすい形で広
報すべき旨も明示すべきと考えられた。 10 
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